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［1］　研究活動
1.1.プロジェクト 1: 衛星データによる地球表層環境変動の実態把握とその要因解析
［概要］
衛星データから植生・土地被覆 / 利用・雪氷圏の現状を把握し変化検出の研究を行う。さらに、この環
境変動のメカニズムを気候・植生・人間活動の相互作用の結果として理解するための研究を行う。グロー
バルと地域スケール双方を対象とし、地域の成果をグローバルの中に位置付けることにより、また環境変
動を気候要因と人間要因の両面から捉えることにより、環境変動に関する知的資産の形成を計る。期待さ
れる成果は、リモートセンシングによるグローバル / ローカルの土地被覆、雪氷などの主題図・変動図、
および環境変動の総合的要因解析結果である。
Project 1: Monitoring and analysis of global surface environmental changes by satellite data
The final objective of this project is to understand the present situation and changes of global 
surface environment. The project consists of the following three parts. The first part is to produce 
global/local datasets of land cover, percent tree cover, snow/ice distribution from satellite data to know 
the present surface environment. The second part is to extract global surface changes by detecting 
vegetation changes from global 20-year AVHRR data and by analyzing it with climate data. The third 
part is to analyze detail environmental changes considering natural and human factors in Landsat 
scene scale of the test sites of East Asia. The distinctive features of this project is global thematic 
mapping, linkage of global and local analysis, and analysis of main causes of environmental changes 
from natural and anthropogenic factors.
［研究内容と平成 20年度の成果］
1.1.1.グローバル土地被覆マッピングとモニタリング（継続）
　　建石隆太郎、Bayaer（特任教員）、JavzandulamTsendayush（特任教員）
（内容）
平成 20年度は、平成 17年度から 4年間かけて実施してきたグローバル土地被覆データ作成とグロー
バル樹木被覆率データ作成のプロジェクトが完成した。このプロジェクトは、InternationalSteering
CommitteeforGlobalMapping（ISCGM）のWG4（チェアマン : 建石隆太郎）としての研究活動でもある。
2003年観測の 1-km,16-daycomposite,7 バンドのMODIS データを主な入力データとして LandCover
ClassificationSystem（LCCS）により定義された 20クラスの土地被覆に分類した。20クラス中の 16ク
ラスに対して、各クラス約 30画素、合計 417 画素の検証点を層別ランダムサンプリングにより選び出し
精度評価を行った。分類結果のクラスごとの面積の重み付 overallaccuracy で 72.1%であった。グローバ
ル樹木被覆率データは平成 19年度に完成していた（平成 19年度年報参照）。
（成果）
図 1に示すようにグローバル土地被覆データ（GLCNMO）が完成した。
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2009 年 1月より、本センターのホームページ <http://www.cr.chiba-u.jp/databaseGGI.htm> からグロー
バル土地被覆データとグローバル樹木被覆率データがグローバルの一括ファイルと大陸毎のファイルの形
式で公開されました。さらに、これらのデータ作成に用いたグローバルMODISデータ、土地被覆トレー
ニングデータも公開されました。具体的には下記の 5種類のデータ・情報を公開しています。MODISデー
タ、トレーニングデータなども含まれているため、多くの研究者の利用が見込まれます。
なお、グローバル土地被覆データとグローバル樹木被覆率データは、緯度経度 5度のタイル毎のファ
イルとして地球地図のホームページ <http://www.iscgm.org/> からも公開しています。
新たに公開されたデータは次の通りです。
［GG-5］GlobalMODIS2003:2003 年の大陸別MODISデータ。5大陸 +3海洋諸島の 8地域。1km,7バ
ンド ,16-day コンポジットの 1年間 23時期のデータ
［GG-6］地球地図 - グローバル土地被覆（図 1参照）GlobalMap-GlobalLandCover（GLCNMO）: グロー
バル土地被覆データ 1ファイル、大陸別土地被覆データ 5ファイル。データの詳細解説書などを含む。
［GG-7］土地被覆トレーニングデータ（GLCNMO作成に使用）Landcovertrainingdatausedforthe
productionofGLCNMO: グローバル土地被覆（GLCNMO）の作成に用いた世界 1607 ヶ所のトレーニング
データを大陸毎に shapeファイルで公開。
［GG-8］既存地図一覧（GLCNMO作成に使用）ExistingmapsusedfortheproductionofGLCNMO:
グローバル土地被覆（GLCNMO）の作成時に参照した既存の 164 種類の土地被覆図を大陸毎の一覧表
で公開。
［GG-9］地球地図－樹木被覆率GlobalMap-PercentTreeCover
©GSI, CEReS, and collaborating organizations
図 1グローバル土地被覆データ　GLCNMO　
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1.1.2PathfinderNOAA/AVHRRoverLand（PAL）の経年劣化補正に対する再補正
　　栗田尚志（理学研究科大学院生）, 樋口篤志
［概要］
長期陸域衛星データセットとして広く使われている NOAA/AVHRR のプロダクトの一つとして有名な
PathfinderNOAA/AVHRRoverLand（PAL）は、グローバルスケールでの陸域長期変動モニタリング研究
に欠かせないものである。NOAA 衛星の長期運用ポリシーに伴う赤道通過時刻の遅れに伴う、ある種人
為的な変動がその解釈を困難とさせている。この変動成分を除くため、PAL では経年劣化補正が施され
ている。しかし、PAL を用いた研究のいくつかはこの劣化補正の妥当性に関し既に指摘がなされており、
再補正の必要性が増してきている。そのため、本研究では経年劣化補正の再補正に関して解析を行った。
使用したデータはDaily-PALである。多く流通している 10日コンポジットデータと比較して、太陽天頂
角、衛星視野角等の情報もあることから詳細な解析ができることから Daily-PAL を使用した。再補正の
方針を決めるにあたり、Daily-PAL に含まれる “ 雲 ” に着目した。いくつかの閾値を決め、データから厚
い雲を抽出し、経年劣化補正係数の妥当性を検証した。その結果、過度な経年劣化補正傾向が認められ
たのが、NOAA-11 号のチャンネル 2（近赤外）、NOAA-14 号のチャンネル 1（可視）および 2であった。
そのため、該当衛星のデータに対し、打ち上げからの日数の関数として再補正を施した。ターゲットはサ
ハラ砂漠とし、サハラ砂漠の反射率がある程度一定となるように関数形および係数を調整した。その結果、
元々のデータで認められたNOAA-11 および NOAA-14 号の上昇傾向は改善された（下図）。この影響評価
をおこなうために、NDVI を再補正前後のデータで算出し、差分を取った。その結果、NOAA-11 号運用末
期では全球的にNDVI は減少傾向となり、NOAA-14 号は両方のチャンネルに再補正を施したため、相殺
されNDVI は殆ど変化しないことが分かった。
図 :リビア砂漠（PAL での経年劣化補正のターゲット領域）での , チャンネル 2の再補正後（上）,
およびオリジナル（下）の反射率の経年変動 .NOAA-11（1988 年 11 月〜 1995 年 4 月）
およびNOAA-14 号（1995 年 4月〜 PAL 期間終了）に再補正を施している .
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1.2.プロジェクト 2: 衛星データによるユーラシア大陸の植生 3次元構造の変遷を中心とする表層・植生・
土地被覆変動の研究とデータ解析・処理手法、検証データ観測手法の研究
1.2.1レーザースキャナ計測による林冠 DSMを導入した BRFシミュレーション
　　（本多嘉明、梶原康司）
本プロジェクトではこれまで、ラジオコントロール小型無人自律ヘリコプター（以下 RCヘリ）を用い
た森林の BRF 観測を行ってきた。RCヘリによる BRF 計測では、主平面と直交面内において異なる角度
から同一ターゲットの反射率を計測する。あらゆる角度からの計測が理想ではあるが、太陽位置を不変と
みなせる時間内での計測では計測サンプルが制限される。また、様々な太陽天頂角における BRF を取得
しようとしても、次期を変えて多数回の現地実測は現実的には不可能である。そこで、限られた観測ジオ
メトリで観測された BRF をもとにシミュレーションによって全ての観測ジオメトリに対応する BRF を取
得することが必要となる。
BRF シミュレーション自体はこれまで極めて多くの報告が為されているが、そのほとんどは、森林の
構造自体を人為的に構成したものである。昨年度の研究において、樹木配置および樹高・樹冠径等を現地
実測に基づいて設定した仮想森林の BRF シミュレーションについて報告したが、本年度は RCヘリコプ
ターに搭載したレーザースキャナから取得した林冠のDSMを用いて行ったBRFシミュレーションについ
て報告する。
現在、本プロジェクトで開発中の、多方向観測による森林バイオマス推定アルゴリズムでは、実際の人
工衛星データを直接使用せず、一定の観測幾何条件に規格化した反射率データを用いる必要がある。これ
は、実際の人工衛星観測においては、緯度や季節によって観測幾何条件が異なるため、林冠構造による多
角観測反射率の遷移をパラメタイズすることが困難なためである。これまでの研究で、カラマツの樹幹を
円錐という単純な形状に置き換えた場合のシミュレーション結果について検討してきたが、本年度は現実
の林冠形状をレーザースキャナ実測データから作成したDSMを用いてシミュレータの精度検証を行った。
現実の形状に非常に近い 3次元データを用いることで、シミュレータで採用している BRF モデル（線形
混合モデル）とレイトレーシングによるカテゴリー被覆率推定を用いてどの程度の精度で BRF 推定が可
能であるかを検討することが出来る。
開発したシミュレータにおける推定精度検証に用い
るために、北海道中標津のカラマツ林と八ヶ岳山麓の
カラマツ林で以下のデータを取得した。
1）レーザースキャンデータ
RC ヘリコプターにレーザースキャナ（SICK 社製
LMS291）を搭載し、図 1に示すような飛行を行って、
対象林の距離データを取得した。この際の点密度は約
16 点 /m2 で、航空機搭載 LIDER に比べて高密度の点
群データを取得した。この点群データから DSMを作成
した。図 2に示すのは中標津と八ヶ岳で取得した点群
データから作成した DSMである。
図 1DSM計測時のフライトパターン
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2）BRF 実測データ
2008 年 9 月 3 日〜 8 日にわたって RC ヘリ搭載の分光放射計を用いて BRF データ取得を行った。
BRF 計測では、観測方向・方位を増やすとそのぶん計測時間が長くなり、天候の変化、太陽高度の変化
に影響を受けやすくなる。そのため、観測ポイントが限られてしまい、広範囲の BRF 計測は極めてこん
なになる。そこで今回は以下に示す 2種類の観測方法を組み合わせて BRF 計測を行った。A）図 3に示
すように、PrincipalPlane と Cross-PrincipalPlane で観測角を細かく変えて計測する従来の方法と、B）
図 4び示すような3 台の分光放射計を＋ 42°、直下、－ 42°の 3方向に固定して RCを同一高度で飛行
させることで、観測角度は限られるものの、A）に比べ多数のサンプルを取得する手法である。
　　　　　図 3BRF 計測法 1　　　　　　　　　　　　　　　　　　図 4BRF 計測法 2
Cross-principal Plane
Principal Plane target
図 2計測データから作成した DSM
（左 : 北海道中標津、右 : 八ヶ岳サイト）
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図 5八ヶ岳観測サイトにおける近赤外 BRFの実測とシミュレーションの比較#1
図 6八ヶ岳観測サイトにおける近赤外 BRFの実測とシミュレーションの比較#2
1）の DSMを用い、観測時の太陽天頂角、方位角を入力してシミュレーションを行った結果を図 5お
よび図 6に示す。シミュレートしたのはMODIS センサの青、緑、赤、近赤外チャネルと対応する波長域
の BRF であるが、本報告では、近赤外についてのみの結果を示している。この結果をみると、直下方向
の反射率をやや過大推定する傾向が見られた。この原因については、レイトレーシングにおいて散乱光の
影響を無視した結果であると考えられる。現在、この過大推定については、計算負荷の小さな簡易補正手
法を開発している。
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1.3.プロジェクト 3:衛星データと地上観測ネットワークによる放射収支の評価と大気パラメータの長期
変動
［概要］
衛星データによる地球表面と大気の放射収支の推定・評価は、地球全体の気候変動研究に対して基礎的
な量を提供するとともに、気候変動に関わる全球モデルの初期値データや検証データとしても重要性が高
い。また放射収支は地球表層環境における主要なエネルギー過程として、植生や水文、海洋の動態研究に
欠くことのできない量である。本研究では東アジアにおける放射収支の長期変動を、その要因となる大気
パラメータの変動を含めて、衛星データによる解析と地上ネットワーク観測による解析の両面から総合的
に研究する。
Project 3: Evaluation of radiation budget on the basis of satellite data and ground observation network,
andstudyoflong-termchangesinatmosphericparameters
The satellite evaluation of radiation budget in the Earth’s surface system including the 
atmosphere provides basic quantities required for the study of the global climate change. The data 
are important also as the basic parameters in the construction of global model for the climate change. 
Since the radiation budget describes the principal energy process on the Earth’s surface, its accurate 
understanding is indispensable for studying dynamic behavior of vegetation, hydrology, and ocean 
environment. In this project, the long-term changes in the radiation budget of the East Asia region 
and in related atmospheric parameters are investigated in a comprehensive manner. Both the 
satellite data and ground-network data will be employed for this purpose.
1.3.1.衛星データを利用した長期放射収支・大気パラメータ変動の研究
（内容）
衛星データから地表面放射収支に関わる大気パラメータ諸量を抽出するアルゴリズムを確立するととも
に、放射収支関連のデータセットを作成する。代表的な観測パラメータとしては、地表面での放射量・温
度分布、および雲・エアロゾル量が挙げられる。過去およそ 20年間の衛星データの解析も含め、これら
諸量の地域的・季節的変動の研究を通じ、地表面環境研究に貢献する。
（成果）
・東アジア地域を中心とする地表面の放射量分布、温度分布データベースの作成
（高村民雄、崔羽）
衛星による放射収支推定には、衛星から求められるエアロゾル及び雲の光学パラメータが必須であると
同様に、地上反射率も地上での日射吸収量を示す量として重要である。通常、地上反射率は、地表面を
Lambertian として仮定するが、対象によっては必ずしも適切でない場合がある。2008 年度は、POLDER
センサーの多方向反射データを利用して、地表の 2方向性反射特性を解析した。その結果、実験室や地
上観測では得ることの難しい陸域二方向反射（BRDF）の特徴を、衛星観測スケールにおいて得た。特徴は、
BRDF が従来予想される地表面被覆分類や波長に大きな依存性を示さないことである。大量のデータとモ
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デリング化及び統計分析によって、BRDF の特徴を明らかにするとともに、この BRDF 特性を加味した地
表アルベドを簡単な経験式によって表現した。これは、より精度の高い地表アルベドが、衛星による直接
的な多角度観測を必要としないことを示しており、これにより高い頻度で地表面アルベドを得ることが可
能となった。
・エル・ニーニョと正の IndianOceanDipole がインド―太平洋域に与える長期気候変化（久世宏明、
Bannu）
インドネシア海洋大陸を含む熱帯域では、大気は海面温度（SST）の変化に大きな影響を受けている。
本研究では、1948-2008 年の長期観測データに基づき、インドネシアの降雨変化に対するエル・ニー
ニョ（EN）と正の IndianOceanDipole（pIOD）の影響を比較評価した。典型的な降雨の季節変化パター
ンと降雨 anomaly（平均値からの偏差）の経験的直交関数（EmpiricalOrthogonalFunction,EOF）解析
の結果から、3領域を抽出する（図 1）。こららの領域は、ENと pIOD に異なった応答を示す。東部太平
洋のNiño-3,4 領域とインド洋の IOD領域の SSTanomaly について引き続く 24ヶ月間での解析を行った
結果、ENの効果は 10ヶ月のコア期間（JJASONDJFM）において、また、pIOD の効果は 7ヶ月のコア期
間（JJASOND）で顕著であることが明らかになった。強い EN/pIOD の場合、降雨 anomaly の季節変動の
地域分布を調べると、インドネシア域ではこれらコア期間中に降雨不足が生じていること、そして、こ
れらの地域分布の様相は、降雨 anomaly と EN/IOD 指数の時間的な相関係数の分布パターンと類似してい
ることが分かる。さらに、領域ごとの降雨 anomaly と EN/IOD 指数（図 2）について、コア期間での部分
相関解析（partialcorrelationanalysis）を行うことによって、pIOD の効果と ENの効果を分離すること
ができる。その結果、これら双方の効果が同時に生じている場合、降雨に対する ENの効果は pIOD の効
果よりも大きいことが明らかになった。ただし、ENの効果を正しく取り除いた後でも、95%の信頼水準
で IOD の効果（負の相関）はなお確認できる。強い ENイベントはインドネシアのほぼ全領域に影響す
るのに対して、強い pIOD は西部および中央域において顕著である。最後に、遅延相関（lag-correlation）
解析の結果から、インドネシアのいくつかの地域では EN指数を用いて旱魃（EN）や洪水（ラニーニャ）
の早期警報が得られる可能性があることが確認された。
Figure1? Threeregionsforwhichtheregional
rainfall indices? RRIs ?  are defined
inthisstudy: theMonsoonalRainfall
Index region? MRI, 95o-130oE;
5o-12.5oS ? ,  Equatorial Rainfall
Indexregion? ERI,90o-110oE;2.5oS-
5oN? ,andLocalRainfall Index? LRI,
122.5o-135oE;5oS-5oN? .
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Figure2　［Leftpanels］Long-termvariationsofregionalrainfall indices（RRIs,solid lines）andEl
Niñoindex（brokenline）:（a）MRI,（b）ERI,and（c）LRI.［Rightpanels］sameasleftpanel
butforRRIs（solidlines）andIODindex（brokenline）:（d）MRI,（e）ERI,and（f）LRI.All
RRIsaswellasElNiño/IODindicesarenormalizedtothestandarddeviation.Correlation
coeﬃcientsr1（RRIvs.ElNiñoindex）andr2（RRIvs.IODindex）areshowninthepanel.
・MODIS データと地上ライダーデータを用いた熱帯域の高高度雲とエアロゾルのリモートセンシング
（MusaliKrishnaiah*,久世宏明 :*JSPSfellow）
Figure3（left）Hoursofcirrusobservationduring1998and2004.（right）Cirrusoccurrencefrequency
during2001and2004.
インドの Gadanki（13.5N,79.2E）のインド・日本ライダーシステムは、1998 年以来運用され、対
流圏上層部の雲や成層圏のエアロゾルの定期的な観測が行われてきた。一方、Terra/MODIS によって高
層の雲・エアロゾルについての衛星観測データが得られる。本研究では、1998-2004 年に取得された偏
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光ライダーのデータを用いて包括的な解析を行った。比較的密度の低い氷粒から成る熱帯域の巻雲構造や、
対流圏界面付近のごく薄い雲が確認された。ライダー観測から、サイト上空で光学的厚さが時間的に変動
する巻雲の存在が明確に認められた。巻雲の出現頻度には季節依存性があり、モンスーン季にその多くが
観測される。対流圏上部と成層圏下部における高度 35km 程度までの観測では、エアロゾル濃度は一般
に低く、エアロゾル散乱比とエアロゾル消散係数は季節的および年毎の変動を示す。対流圏上部では、冬
季の散乱比は夏季に比べて低く、一方、成層圏下部での冬季プロファイルは高い散乱比を示す。これは、
対流圏界面の季節的な高度変化と結びついているものと考えられる。MODIS 衛星データとの統計的な比
較の結果、ライダーによる地上観測のほうがモンスーン時に巻雲をより高頻度で観測できることが明らか
になった。
○共同利用研究では、次のような成果が得られた。
・朝隈康司（東京農大）衛星画像を用いた大気エアロゾル光学特性と地表面反射特性の同時導出アルゴリ
ズムの実用化検討 :衛星データから地表面分類に基づいて地表面アルベドを導出するアルゴリズムを実用
化するための研究を行っている。その一環として、詳細な分類の前段階として地表面を植生・土壌・水域・
都市域の 4つのクラスに大分類する方法について、マルチレベルスライスを用いる自動化方法を考案し、
北海道のMODIS 画像に適用した。
・服部克巳（千葉大学）衛星データを用いた地殻変動の監視・予測技術の創生に関する研究 : 地震や火山
活動等の地殻変動に先行する様々な電磁気現象が報告されている。火山活動に関して、噴火に伴い地表面
の温度が上昇することはよく知られており、衛星センサを用いて地表面の温度を高頻度、広域に監視で
きる。本報告では人工衛星 Aqua に搭載されている赤外線センサMODIS（ModerateResolutionImaging
Spectroradiometer）データを用いて、インドネシアのメラピ火山と浅間山の噴火に関連する地表面温度
異常の検出について調べた。
1.3.2.地上観測データの収集と衛星データ解析アルゴリズムの高精度化
（内容）
衛星データから得られる各パラメータ量および関連する大気環境情報について地上からの同時計測を行
い、その結果を利用して衛星データの解析アルゴリズムを検証し、高精度化を図る。観測の対象となる主
なパラメータとしては、下向き太陽放射、水蒸気・雲水量、エアロゾルの光学特性、放射過程に関与する
大気分子成分のコラム量、および大気ゆらぎ量などが挙げられる。
（成果）
・広角高精度望遠鏡を用いたイメージングライダーの開発と対流圏エアロゾル計測（久世宏明・篠宮浩平）
対流圏のエアロゾルや雲は放射の散乱・吸収過程を通じて気候に大きな影響を与えるが、その定量的
な観測・特性把握はなお十分とはいえない。宇宙線の起源と伝播の解明を目指して超高エネルギー宇宙
線の全天監視を行う All-skySurveyHighResolutionAir-shower（Ashra）望遠鏡計画では広角・高感度・
高解像度という特徴を持つ望遠鏡が開発され、現在、ハワイ島での光学観測が行われている。この Ashra
望遠鏡を環境計測へ応用するため、本研究では、Ashra 望遠鏡とライダー技術を組み合わせた大気エアロ
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ゾルと雲の 2次元分布のリアルタイム観測の実現に向け、イメージングライダーの開発と実験を行った。
Ashra 望遠鏡の広角特性を活かし、望遠鏡の観測方向を固定してレーザー光を離れた位置から射出するバ
イスタティック計測を行うことにより、大気中の散乱体の空間分布とその時間変動が把握できる。また、
従来のモノスタティック計測で困難であった地表面近傍のエアロゾル情報の取得が可能となり、地上検証
データとの比較等においてとくに有効である。レーザー光射出位置を変化させて散乱角を変化させる実験
手法を考案し、実施した。
○共同利用研究では、次のような成果が得られた。
・青梨和正（気象研）多波長マイクロ波放射計データを用いた水物質量リトリーバルの研究 :
衛星搭載のマイクロ波放射計（MWR）の観測する輝度温度（TB）は、水物質（水蒸気、雲水、雨、固
体降水）に感度を持つので、MWRの同化は、これらの物理量を予報する雲解像モデル（CRM）の予報を
改善することが期待される。MWRTB を現業の CRMへ導入するデータ同化システムを開発する上での問
題点として、実際の観測と Ensemble 予報の降水域の間に生じる大規模な位置ずれがある。これを解決す
るため、本研究では、周囲の地点での Ensemble 予報誤差共分散を使うデータ同化法を開発した。
・佐々木真人（東京大学）広角高精度望遠鏡を利用した大気透過率計測手法の開発 :
本プロジェクトでは宇宙線、素粒子、および環境計測の 3分野での融合的研究をめざしており、本申
請の共同研究は、CEReS のプロジェクト研究に密接に関連する大気環境計測、とくに放射およびエアロ
ゾル計測を中心として実施した。本共同研究では、宇宙線観測用に開発が進められている高精度広角望遠
鏡（Ashra 望遠鏡）を利用したイメージングライダー手法の開発を行った。Ashra1/3 プロトタイプ望遠鏡
を応用した大気環境計測用試作機を CEReS 屋上の大気観測室に設置し、イメージングライダーによる千
葉大近郊の大気計測、および天空光分布を通じた都市域における紫外放射環境の研究を行った。また、大
気物質を仮定したイメージングライダーの計測シミュレーションを行い、エアロゾル特性の違いを検出信
号から判別できる可能性を示した。この成果は、宇宙線観測時の大気透過率計測にも応用が期待される。
・内藤季和（千葉県環境研究所）携帯型自動ライダーによる浮遊粒子状物質の光学的性質の研究
携帯型自動計測ミーライダ （ーPortableAutomatedLidar:PAL）は全天候で 24時間観測が可能な大気・
雲の観測システムである。昨年度には水平掃引機構を付加し、今年度は時間的空間的に特徴のある大気の
挙動を捉えることを目的とする研究を行った。レーザー装置や自動アラインメント機構などの装置上の問
題があって長時間の連続観測は難しい状態であったが、千葉大学から北の方向を向いた観測で穴川交差点
での信号の効果と思われる間歇的なエアロゾル発生事象を観測した。
・村山利幸（東京海洋大）PALの手法を用いたポータブルミー散乱ライダーの開発 :
東京海洋大学海洋工学部で 2004 年より開発した小型走査型ミー散乱ライダー（PSL）を千葉大学
CEReS に移設し、これまでに千葉大学のPALで開発したソフトウェアの財産を活かしてPSLの連続自動
観測用ソフトウェアを開発した。その結果、従来のPALのデータと比較しても遜色のないデータが得られ
ることがわかった。2009年 3月 17-18 日の比較的大規模な黄砂現象の信号も明瞭に得ることができた。
―  ― ―  ―
1.3.3地上ネットワーク観測による大気環境の解析
　　SKYNET 観測網における観測の継続的な運用と精度維持（高村民雄、K.Pradeep、竹中栄晶、崔羽）
（成果）
2007 年度に引き続き、文部科学省受託研究地
球観測システム構築推進プラン対流圏大気変化観
測研究プロジェクト「SKYNET 観測網によるエ
アロゾルの気候影響モニタリング」の支援を得て、
東アジアを中心とした地上観測を推進した。本受
託研究は、研究コミュニティにエアロゾル情報を
提供するシステム構築を行うことであり、並行
して SKYNET 観測サイトのデータ解析を行った。
2008 年度は、次の事を行った :
・スカイラジオメータデータの高品質化
SKYNET では既に各観測サイトから観測デー
タが自動転送（スーパーサイトのみ）されるシス
テムが構築され、対応してスカイラジオメータ
データは定期的に解析、公開されてきた。スカイ
ラジオメータ観測では広範囲に天空走査を行うた
め、薄い絹雲などの雲除去が、エアロゾルのパラメータ推定に不可欠である。既に、解析プログラムには
一定の雲除去アルゴリズムが含まれているが、これだけでは不十分であることが徐々に明らかになってお
り、今回 SKYNET に於けるエアロゾルの標準プロダクト生成の観点から標準的な雲除去アルゴリズムを
作成した。これは、従来発表されてきた幾つかのアルゴリズムに、さらに雲がある場合の日射量の変動に
着目した雲検出機能を追加したものである。
このプロセスを解析に加えることにより、解析結果を一定のレベルで表現してデータの信頼度の指標と
した（表 1）。
こうした雲除去アルゴリズムを用いて、千葉での 2006 年の通年の解析結果を見ると、前方散乱のみに
よる L1.00 では、その光学的厚さ（500nm）は、冬季に 0.252 ± 0.240、夏季に 0.689 ± 0.455である
が、L2.20 では冬季に 0.171 ± 0.096、夏季に 0.529 ± 0.309 となった。全体に光学的厚さが小さくな
ると同時にそのバラツキも小さくなる事が分かる。関東地方では、冬季に比較して一般に夏季に大気の汚
れがひどく、また高湿度で雲も発生しやすい。上記の結果は、このことを反映している。エアロゾル観測
に於ける雲の判別は雲の発生とも関係しており、高湿度時の高濃度エアロゾルを核として成長する大量の
粒子状物質と、雲の違いを計測結果から区別することは容易でない。しかし、一定のアルゴリズムに基づ
く雲除去を行うことで、より信頼度の高いエアロゾルデータを供給することが可能となった。
・エアロゾル間接効果の観測による検討（高村民雄、鷹野敏明（工））
SKYNET 観測網の一つである沖縄辺戸岬において、雲レーダを導入して 2008 年 2 月〜 5月はじめま
で短期集中観測を行った。これはエアロゾルと雲の関係の一端を観測上から明らかにしようとするもので
表1　スカイラジオメータの解析結果の品質レベル。
Level1は速報値、level2は観測全角を用いて、吸
収も考慮する現段階で最善の解である。
Level Usedangle
Cloud  sc reen ing
with（1）orwithout
（0）solarflux
1.00
Lessthan30deg.,
M=1.50–0.005i
Nocloudscreening
1.50 Sameasabove 0
1.70 Sameasabove 1
2.00
Fullangle,
NoassumptionofM
Usingcalconst.（improved
Langley）
0
2.20 Sameasabove 1
2.40
Fullangle,
NoassumptionofM
Usingcalconst.（Langley）
0
2.60 Sameasabove 1
M:Complexrefractiveindexofaerosols
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ある。導入されたFMCW方式95GHz雲レーダで雲の内部鉛直構造が明らかとなり、同時計測された雲水量、
エアロゾル量などを総合して解析が行われた。解析は低層の水雲を中心に行われ、推定される雲粒の有効
粒径と地上観測のエアロゾル量に強い相関があることが分かった（Fig.4）。一方、同じく地上設置の凝結
核計でみた凝結核濃度の変動は、ほぼエアロゾル全量の変動に対応していることが観測から示されており、
凝結核の増加が雲粒径を左右していることを強く示唆している結果が得られた。サイト周辺でのMODIS
センサーによるエアロゾルの光学
的厚さ（AOT）と雲の有効粒径の
相関にも、AOT の増加とともに
有効粒径の減少傾向が見られ、上
記の地上観測とよい整合性のある
ことが分かった。
・分光日射量の計測によるエアロ
ゾル吸収性の観測システム構築
（高村民雄、K.Pradeep）
スカイラジオメータ観測から推
定されるエアロゾルパラメータ
は、大気カラム平均の、波長依存
性をもつ光学的厚さと単一散乱ア
ルベド（SSA）が中心である。既
に SKYNET 活動を通じて、こう
したデータの外部提供が可能と
なっている。このデータによって放射収支へ与え
る効果を推定することが可能である。本活動では、
この放射収支へ与える効果を直接分光日射観測に
より研究しようとするものである。
Fig.5 に見られるように、エアロゾルの吸収特
性は計測される直達・散乱光量比に依存するの
で、この比を精度よく計測することにより SSA
を推定可能である。またこの手法により、並行し
て計測しているスカイラジオメータから求められ
る同様のパラメータとの比較検討が可能となる。
本年度は、この分光日射観測による光学的厚さと
SSA を求めるアルゴリズムを検討した。その結
果、シャドウバンド付き分光日射計を用いること
により、波長毎の光学的厚さと SSA を求めるア
ルゴリズムが得られた。これを実現するために、
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Figure4　雲レーダで計測された低層水雲の雲粒径の鉛直分布の時間的な
変化（左）と、同時に地上で光学的粒子計測器を用いて計測さ
れたエアロゾルの粒径分布（右）。地表付近のエアロゾルの高濃
度と、上空の水雲のより小さな雲粒径が対応しているように見
える。
Figure5　エアロゾルの光学的厚さに対する直達・散乱
光量比。パラメータは、単一散乱アルベドを
示す。清澄大気では、高精度の分光日射観測
が必要である。
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SKYNET 福江島サイト、辺戸岬サイト、宮古島サイトに英弘製MS-700 可視近赤外分光日射計の設置を
行い、観測を開始した。本器材は分光日射量が求められるが、高精度の観測を行うために、要である波長
別検定常数の新たな決定方法について検討した。その結果、標準ランプを用いた従来手法に限界があるこ
とが明らかとなり、新しい検定手法を検討中である。
○共同利用研究では、次のような成果が得られた。
・木下紀正（鹿児島大学）大気エアロゾルと火山ガスの光学観測と大気拡散解析 :
中国の長春・モンゴルのウランバートル・鹿児島において行っている春季黄砂のデジタルカメラ観測の
4年間の結果をまとめ、各種の衛星に見られる黄砂画像と良い対応を得た。また、三宅島の海岸部 14局
の二酸化硫黄地表濃度データと三宅島測候所の紫外線分析器によるカラム濃度データを併せて解析し、大
気拡散形態を検討した。さらに、火山ガス中の二酸化硫黄濃度の紫外線カメラによる観測を桜島・薩摩硫
黄島などで行い、火山ガスの流れの形態を解析した。
・塩原匡貴（国立極地研究所）エアロゾルの光学特性に関する観測的研究 :
エアロゾルの光学的厚さを含む光学特性の広域分布について、船上スカイラジオメータ観測に基づく解
析を中心に行い、衛星観測による海上のエアロゾル光学特性との相互比較を通して、衛星データ解析アル
ゴリズムの高精度化に資するための地上検証データを提供することを目的とする研究を行っている。本年
度は、平成 21年度より就航予定の新南極観測船「しらせ」での本格観測を目指して新規に開発した船舶
搭載型スカイラジオメータの性能について擬似動揺装置を用いて調べ、安定した直達光観測が可能である
ことが確認された。
・鷹野敏明（千葉大学自然科学研究科）ミリ波レーダによる雲物理量導出と放射収支評価への応用 :
これまで開発した低出力高感度ミリ波雲レーダFALCON-Iを用いて、2008 年 2 月から 5月にかけて
沖縄本島北端の国立環境研辺戸岬ステーションでの観測を実施し、また、5月から 11 月にかけて（独）
海洋研究開発機構の海洋地球研究船「みらい」に搭載して、北極海および南西太平洋での雲観測を実施し
た。さらに、FALCON-Iの感度をさらに向上させるとともにドプラー計測の精度を上げ、観測データから
導出する物理量の質と量を向上させた。
1.4プロジェクト4: 地域社会に役立つリモートセンシングの実現―多様な空間情報のシナジーによる社
会基盤情報の発信―
［概要］
複数の地球観測衛星が運用され、新しい衛星の打ち上げも予定されている現在においては、衛星データ
利用が地域環境の把握・理解のために役立ち、これまでにない新しい領域を開拓していくことが期待され
ている。そのために本プロジェクトにおいては、衛星データ・地理情報をはじめとする空間情報を統合し
公開するとともに、CEReS の研究手法・成果を活用することによりシナジー効果を生みだし、地域研究
の新しい側面を創造すること、また地域に科学の成果をフィードバックすることを目的とする。
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Project 4:  Application of remote sensing methods to regional scale --- enlightenment activities by 
means of the synergy effect of various spatial data
Presently several earth observation satellites are operating simultaneously and new satellite 
programs are planned. In this circumstance, the use of satellite data is expected to be important for 
understanding the regional environment and for exploiting a new field of application. In this project, 
by integrating and freely providing the spatial information such as satellite data and geographical 
information, we expect to generate synergetic effect with the combination of CEReS research method 
and result , then to create a new field and to feedback the scientific results to a local.
［研究内容と平成 20年度の成果］
1.4.1.インターネットによる社会基盤情報の提供（継続）近藤昭彦（内）
中期計画に関わるデータセンター機能として、衛星画像、主題図情報をはじめとするラスター画像を
WEB 上で高速に転送し、閲覧（拡大・縮小・移動・重ね合わせ、等）を可能にするシステムを開発し、
運用を継続している。コンテンツの追加およびスクリプトの改良を継続して行い、システムの機能向上に
つとめている。
平成 20年度までに整備されたメニュー項目は以下の通りである。
1.日本の国土 - 土地分類調査と水調査
（1）国土調査成果図表のダウンロード
国土調査・土地分類基本調査の表層地質図、地形分類図、土壌図、土地利用現況図を画像データ（400DP）
をダウンロード。
（2）災害履歴図 -20 万分の 1土地保全基本調査日本の都道府県のうち、32都府県で作成されている災害
履歴図の閲覧。
（3）利水現況図・調査書
一級水系（109水系）及びその周辺地域を対象に、流域内の水文、利水、治水に関する既存資料の収集整理、
現地調査等を行い、その結果を、主要水系調査書及び利水現況図にとりまとめたもの。
（4）50万分の 1土地分類図
①北海道地方、②東北地方、③関東・中部地方、④中部・近畿地方、⑤中国・四国地方、
⑥九州地方、の 50万分の 1地形分類図、表層地質図、土壌図の ImageWebServer による閲覧、および
JPG画像を提供します。
（5）地下水マップ
（6）千葉県の土地条件－地形・地質・土壌・土地利用
千葉県の国土調査・土地分類基本調査の表層地質図、地形分類図、土壌図、土地利用現況図を閲覧する
システム。比較、重ね合わせ、透過により判読を容易にするシステム。
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2. 衛星画像で見たアジア
（1）GeocoverTMモザイクによるアジア地域の 1990年頃と 2000年頃の比較
アジア地域の 1990 年頃と 2000 年頃の TM画像の比較。森林の変化、都市化、海岸線の変化、農地の
変化、等々様々な変化が見える。
（2）日本 GeocoverTMモザイク 1990 年頃と 2000 年頃
NASA/GeocoverTM モザイクの 1990 年と 2000 年画像を使った画像表示システム。日本全体を高速で
拡大・縮小し、1990 年と 2000 年の比較が行える。
（3）LANDSATTM東アジアの 20年 -TM時系列画像の閲覧 -
晴天時のランドサット TM画像をシーンごとに閲覧可能。東アジアの広い範囲をカバーしており、今後
もデータの収集を継続する予定。
（4）宇宙から房総ウォッチング
衛星データが撮影した様々な画像を閲覧可能。一番古い画像は 1972 年 11 月 26 日のランドサット 1
号の画像。最新の画像は 2009 年 1月 2日の ALOS（だいち衛星）の PRISMデータ。
1.4.2.地域の環境変動に関する研究（継続）近藤昭彦（内容）
地球環境変動はグローバルスケールで徐々に顕れるのではなく、特定地域において先行して出現する。
このような地域を発見するには地域性の理解が不可欠であり、次にリモートセンシングによる対象地域の
徹底的な観察と解釈が必要である。地域性に基づいて理解された環境変動に対してのみ正しい対策を講じ
ることが可能になる。グローバルな環境変動はプロジェクト 1で対象としているので、ここでは地域的
な環境変動について解析を行った。平成 20年度に実施した課題は下記の通りである。
（1）ロシア沿海州における北方林南限における森林変化
（2）韓国、洛東江における災害脆弱性マッピング
（3）中国、東北地方の土地利用変化とその要因解析
（4）中国、海河流域における人間活動と水環境変化
（5）中国、内蒙古高原における地表面状態の変化と黄砂の発生に関する研究
（6）中国、新疆における水環境変化の社会・経済的要因
（7）ベトナム、フエラグーンにおける土地被覆変化と災害脆弱性に関する研究
（8）バングラディシュ、ガンジス川河口域の地形変化
（9）千葉県の諸河川の水文学的特性
（10）千葉県、下総台地における硝酸態窒素汚染
なお、共同利用研究においても地域の環境解析に関する研究を実施している。各成果は学会等で発表を
行うとともに、論文として出版準備中である。
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1.4.3.農業空間情報を活用した効率的てん菜栽培支援システムの構築
　　本郷千春（内容）Ⅰ研究の概要
てん菜糖の価格は国外産と比較して 2.8倍も高く、てん菜生産及び砂糖製造にかかるコストの削減が
求められている。そこで、てん菜糖生産に関わるコスト低減を目指し、農業空間情報を活用しててん菜の
収量を収穫前に予測すること、窒素施肥管理に活用可能な農業情報を構築することを目的として本研究を
行った。その結果、衛星・気象データ統合型アプローチによりてん菜の収量を収穫数ヶ月前に予測する手
法を構築するとともに、窒素施肥指針の策定と肥料コスト削減につながる成果を得た。これにより、生産
者収益や工場経済を検討するに値する情報を提供できること、生産者に適正な施肥の実施を促す材料とし
て効果的に利用できると考える。
本研究は、農林水産省「新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業」（課題番号 18083）におい
て実施された。
1.成果の内容
　1）衛星・気象データ統合型アプローチによる収量予測手法の構築
　　気象データから市町村単位のてん菜の収量を予測し、衛星データから求めた正規化植生指数をベー
スにして予測値を圃場単位で配分する、新たな収量予測手法を構築した。これにより、圃場単位、営
農集団単位で収穫の数ヶ月前に収量を予測することが可能である（図 1）。
　2）土壌・気象データ統合型アプローチによる収量予測手法の構築収穫期の平均根収量（RY）を土壌
タイプ別に求めるための予測式を、全天日射量
　　（R）、日平均気温（T）、積算降水量（P）データから作成した。さらに、土壌別の根収量予測式から、
根収量の変動に及ぼす気象要因は、主に降水量において土壌間差が大きいことを確認した（表 1）。
　3）土壌・気象・衛星データ統合型アプローチによる窒素肥沃度の広域評価
　　母材が火山灰の区域で、腐植含量と熱水抽出性窒素量の間に R2=0.58 の正の相関関係があること
を確認した。そして、衛星画像から推定した腐植含量を熱水抽出性窒素量に変換した。窒素肥料施用
量と堆肥施用量から合計の窒素施用量を求めて「熱水抽出性窒素量から判断した適正窒素施肥量」の
差を算出し、その差から各過剰窒素施用量を求めた。その結果、火山灰区域では過剰窒素量と糖分の
間には有意な負の相関関係が見られ、特に 2008 年の決定係数は 0.8 を上回る結果が得られた（図 2）。
2.成果の活用
1）本手法は他の作物にも応用できるので、輪作体系を通した情報の活用が実現する。
2）生産者が施肥計画を立案する際の有効な情報としての活用が期待される。作成した熱水抽出性窒素
量マップは圃場一筆内における窒素肥沃度の不均一性を把握できる精度を有しているので、可変施肥
等、最先端の施肥低減技術の利用にも活用可能である。
3）肥料費削減に貢献する情報として期待できる。
4）モデルの汎用性は確認済みであるので、他地域での適用も可能である。
5）特願 2009-012091「作物の収量予測方法及びその装置」
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3.主なデータ・図表
図 12006 年〜 2008 年の糖量順位付けマップ（推定量が多い順に、赤→黄→緑→シアン→青）
表 -1アメダスデータによる地域平均、土壌別の根重予測式（対象地域、他地域）図 2重回帰式か
ら算出した推定根収量と実測収量との関係
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1.4.6.プロジェクタ光源を利用した差分吸収分光（DOAS）法による対流圏エアロゾルと大気汚染物質の
同時観測
　久世宏明・片岡大祐・原田一平・増田健二、国立環境研一之瀬俊明
（内容）
都市域の対流圏における代表的な大気汚染物質である二酸化窒素（NO2）、および浮遊粒子状物質（エ
アロゾル）の光学的リモートセンシングによる測定手法として、数 km隔たった 2点間において平均濃度
を測定できる差分吸収分光（DifferentialOpticalAbsorptionSpectroscopy,DOAS）法がある。衛星による
直下方向やライダーによる上方への計測と比較して、DOAS では汚染物質の濃度の高い対流圏下部に光路
を設定するため、高感度で測定を行うことが可能になる。本研究では、市販の PCプロジェクタを光源と
して利用する DOAS 法を提案し、その原理検証実験を行った。これまで、既存の白色点滅灯である航空
障害灯を用いた測定を行ってきたが、夜間は赤色灯に代わるために測定が昼間に限られ、航空障害灯がな
い場所での測定が行なえないという制限があった。PCプロジェクタは比較的安価で信頼性の高い白色光
源としての連続運用が可能であり、DOAS 光源として有用性が高い。受光部としては、従来と同様に望遠
鏡と小型分光器を利用する。DOAS法のデータ取得は5分毎であり、大気地上測定局による1時間毎のデー
タ取得と比較して、高い時間分解能で広い領域の平均濃度の測定が可能である。
本年度の研究では、従来行ってきた航空障害灯や PCプロジェクタを光源として利用する DOAS法に加
え、天空光を光源とみなしたMulti-Axis（MAX）-DOAS 法による大気微量気体の測定を同時に行った。天
空光を利用すれは、特別な光源を用意できない環境でも汚染物質のコラム濃度とその分布についての測定
が可能になる。受光部としては、従来と同様に望遠鏡と小型分光器が利用できる。東京都港区や東京大学
本郷キャンパス、長野市、三宅島などでの実験を元に、DOAS 法による測定結果とMAX-DOAS 法による
測定結果を比較し、MAX-DOAS 法の信頼性を検証するとともに、エアロゾル濃度情報を算出した。とく
に三宅島では、火山からの高濃度二酸化硫黄の検出も行った。本研究により、DOAS 法による測定と大気
地上測定局における観測データとの比較検討も含め、DOAS法を利用した大気計測に進展がもたらされた。
1.5プロジェクト 5: 円偏波合成開口レーダ搭載小型衛星の開発
合成開口レーダ（SAR）センサは全天候型センサで、昼夜を問わず運用できる多目的センサである。国
内外で様々な直線偏波の SARセンサが既に開発されてきた。この直線偏波 SARでは限られた情報しか得
られず、人工衛星の姿勢や電離層におけるファラデー回転などの影響を受ける。また現存のものの多くは
大型、大電力、高価、長開発期間などの短所をもつ。このような背景のもと、当センターは平成 19年度
より国内外の教育研究機関及び人工衛星の研究開発の関連企業と連携して、世界初かつ大学発の次世代地
球観測用の円偏波合成開口レーダ搭載小型衛星（μ SATCP-SAR）の検討会を行った。この小型衛星に
よって地表層における様々な情報を精密かつ高精度に観測できる、世界初かつ「良いセンサ」技術による
μ SATCP-SAR の開発を提案するに至った。
当センターは、世界初の試みで小型衛星に搭載する CP-SAR の円偏波の振る舞いを利用して、左旋円
偏波（LHCP）と右旋円偏波（RHCP）の受信信号の利得比または軸比画像（ARI）、偏波率、チルト角等
の多様な情報を抽出する方法を提案する。これによって、人工衛星の電力を最小化し、より長い運用寿命
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で衛星を設計することが可能となる。この新型 SARセンサは多偏波性、位相スペクトル、軸比画像（ARI）
などのような新たなパラメータを抽出することができるため、従来の SARセンサから取得できなかった
地球表層における新たな振る舞いを把握でき、新たなリモートセンシングにおける基礎と応用に展開でき
ると期待できる。この研究では準リアルタイムの機能を搭載するために、新たな SAR画像圧縮技術も開
発する。この機能によって、CP-SAR による準リアルタイム災害監視システムの実現を期待する。ここで、
SAR 画像信号処理による画像圧縮の他に、RF回路によるハードウェア的な信号処理の圧縮も検討する。
この SAR信号圧縮技術は日本の次世代 SAR衛星の発展に貢献できる。
この CP-SAR 搭載小型衛星の打ち上げにより、様々な新基礎研究課題と応用研究が生まれるので、国
内外の研究者による新たな SAR画像の解析手法、応用分野などの可能性が広がる。特に、この研究成果
は災害監視、都市環境変化、農業生産予測、森林管理、地球温暖化などのモニタリングにもっと正確な情
報が抽出できるので、国民及び社会へ確実にこの成果を還元できると期待する。
本事業で開発する超小型衛星システムの大まかな仕様は下記のようである。図 1と図 2は CP-SAR 搭
載小型衛星の構造と打ち上げ後のイメージ図を示す。
①質量　50kg　　　②寸法　W0.5m × D0.5m × H0.5m　
③想定している設計寿命　1年間
④想定している投入軌道　高度 500 〜 800km、傾斜角 98°
主たる地球観測ミッション（観測対象 : グローバル地表層環境変化のモニタリング）
①ミッション概要
（1）円偏波合成開口レーダ（CP-SAR・GPS-SAR）
この新型 CP-SAR センサ実証実験の散乱円偏波より、位相スペクトル、軸比画像（ARI）、位相差画像
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図 2.打上げ後のイメージ図
図 1.CP=SAR 搭載小型衛星の構造
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などのような新たなパラメータを抽出することができる。特に、この ARI が RHCP と LHCP の各受信円
偏波の信号処理から得られる。従来の SARセンサから取得できなかった地表層における新たな振る舞い
を把握でき、リモートセンシング分野における新たなセンサになると期待する。現在、国内外に地球観測
のための CP-SAR 搭載用の人工衛星はまだ存在しない。この CP-SAR は小型衛星に搭載すれば、世界初
の円偏波による地球観測の小型衛星の打上げと運用になる。
この CP-SAR ミッションのために、本事業では独自に新型、薄型、堅牢な 2偏波共用円偏波アレーイ
ンフレータブルアンテナを開発し、このアンテナの宇宙実証実験をする。また、LHCP と RHCP の各偏
波を同時に受信するための（高精度 : 低位相誤差）回路と、各受信信号を処理するためのアルゴリズムは
ARI 生成用に開発する。CP-SAR システムの特性の測定方法は、従来の直線偏波のセンサのものとは違い、
本研究では新たな測定方法も開発する必要がある。このCP-SARセンサ用のインフレータブルアンテナは、
地表層に散乱されるGPS波（円偏波）を受信するためにも使用する。これによって、このインフレータ
ブルアンテナの実証実験は、世界初の能動的と受動的な SAR実証実験になると期待する。
（2）その他 : 小型地球観測カメラ
CP-SAR の観測エリアを可視光により観測するために、本事業では、この分野に経験をもつセンテンシ
ア社と共同する。センテンシア社は既にMOS、ASTER、ALOS などの関連光学センサの設計と開発を従
事し、様々な経験をもっている。ここで観測域の表面状態を把握するとともに、衛星の姿勢変動があった
場合でも CP-SAR と GPS-SAR の観測エリアを確定することを可能とするために、観測カメラを搭載する
事とする。
本事業では、現在に至るまで共同研究開発した教育研究機関と企業の方々と産学官連携して、デバイス
の設計、試作、測定の他に、CP-SAR、GPS-SAR の画像信号処理の開発も行い、世界初の CP-SAR のイメー
ジングもできると期待する。これによって、安価、準リアルタイム、大量データ、全球カバーする画像な
どのGPS-SAR 画像が収集できる。また、その他の超小型衛星と同時に観測可能であり、新たな災害監視、
船舶・航空監視、国土安全保障、地球温暖化などのモニタリングができる。将来、この CP-SAR 関連の
デバイス、高精度画像、地上サービスなどの関連事業も拡大できると期待する。また、サイエンスの分野
では、この新種類のリモートセンシング関連の画像を利用して、新たな陸域（農業、林業、土木、道路など）、
海洋（風速、津波、波浪、航路など）、大気（気象、雲情報、エアロソール、空路など）の 2次元と 3次
元レーダ情報の様々な研究開発に拡大展開できると期待する。
表 1CP-SAR・GPS-SAR 搭載超小型衛星ミッションの目標
項目 詳細
短期的な目標（基
礎研究）
円偏波マイクロ波の散乱メカニ
ズム
植生、雪氷、土、岩石、砂漠などによる円偏波の散乱の研究
インタフェロメトリ合成開口
レーダ（InSAR）
直線偏波vs円偏波インタフェロメトリ合成開口レーダ
円偏波の位相・回転情報による標高データ（DEM）の作成
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軸比画像（ARI） ARIによる植生、地質、雪氷などのマッピング
宇宙環境CP-CMC特性評価 CP-CMC材料特性評価
CP-CMCアンテナの宇宙環境の特性評価
GPS-SAR画像信号処理・GPS
散乱波
地表層によるGPS波の散乱解析
中長期的な目標
（応用・運用・新
ビジネスの展開）
土地被覆 森林（非森林地域の分類）、樹高の推定、農業地域のマッピ
ング、Wetlandextraction、マングローブのマッピング、雪
氷・氷山のマッピング等
災害監視 地震、火山噴火、大洪水、森林火災、オイルスピール等
雪氷監視 氷山、道路凍結、流氷等
海洋監視 津波監視、海面の推定、内部波、地球温暖化、新北極航路等
空路監視 GPS-SARによる新型空路監視レーダの実現
国家安全保障 広域的に空路・船舶・陸域の移動物体などの監視システム
1.6第 6 プロジェクト地球温暖化と気象・海洋情報の活用　
石橋博良（客員教授）、常松展充（客員准教授）、長　康平（助教）
［概要］
地球温暖化の影響が顕在化する中で、温暖化現象
の解明・対策・適応を目標とした研究領域において、
リモートセンシングや気象・海洋情報、数値モデル
を活用した研究活動を行っている。IPCC 報告で人
間活動を起源とした温室効果ガスの排出が温暖化に
影響を及ぼしている可能性が指摘されて久しいが、
地球温暖化の影響を監視して現象を解明する場合の
問題点は数多く存在している。同時に、地球温暖化
の影響を把握して対策・適応を研究することも重要な課題であり、研究目標として急がれる。地球温暖化
寄附研究部門が行っている「第 6プロジェクト」では、とくに温暖化の対策・適応を、主として交通と
気象との関連を中心に研究するとともに、リモートセンシングによる環境研究と社会とのつながりの強化
を図ることを目標に、活動している。
環境リモートセンシング
気象・海象
人為活動
日常生活
排出ガス
CO2
NOX
SOX
PM
気候変化の
影響による
新たな可能性
異常気象
による
損害
地球温暖化と気象・海洋情報の活用
気候変動
生産活動
地球温暖化
交通
環境リモートセンシング
環境負荷
図1.地球温暖化と気象・海洋情報の活用の概念図
例えば・・
自動車
ＣＯ２排出量
日本のＣＯ２排出量（２００６年度）：
１２億７千万トン
運輸（交通）部門は全体の２０％、
うち８８％を自動車関連が占める
ちなみに、船舶は５％、航空機は４％、
鉄道は３％程度
２億５千万トン
安全走行による渋滞の緩和
•雪道の安全走行
•効率的除雪による通行確保
経済速度で走れば、
渋滞時の１～２割も削減？
日本の自動車の
ＣＯ２年間排出量は、
２億２千万トン！
（国立環境研究所地球環境研究センター）
２億２千万トン
例えば・・
ＣＯ２排出量
外航船のＣＯ２排出量（１９９７年度）：
３億９千万トン
タンカー ： １億１千万トン
バルカー ： １億２千万トン
コンテナ船 ： １億４千万トン
（現在は、４億５千万～５億トンとも）
４億トン
経済的な船舶の運航
•Fuel Routeing / 節燃運航
•北極海航路
燃料節約、航海距離短縮は、
その分だけＣＯ２削減に貢献
船舶
世界の外航船の
ＣＯ２年間排出量は、
３億９千万トン！
（シップアンドオーシャン財団・
船舶からの温室効果ガスの排出削減に関する調査研究報告）
３億９千万トン
図2.「対応策」「適応」によるCO2排出量の低減
ング
ング
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［研究内容と成果］
本プロジェクトでは、①北極海航路の開拓とその意義、②雪氷リモートセンシング、③黄砂と地球温暖
化、という三つの研究課題に取り組んでいる。以下に、それぞれの詳細を示す。
1.北極海航路の開拓とその意義
北極海航路は、従来の欧州・北米東海岸〜アジア航路に対し、格段に航海距離が短縮され、海上交通に
おける二酸化炭素排出量の低減が見込まれる。その北極海航路の実現に向けて、北極海および周辺海域の
海氷監視に衛星観測情報などの活用を検討してきた。また、沿岸国の北極海航路実現に向けた研究、取組
みなどの調査を行った。
図 3.北極海航路の開拓とその意義
2.雪氷リモートセンシング
陸運部門の二酸化炭素排出量低減策として、経済速度を維持できる安定した通行状態の確保が検討され
ている。冬期道路管理事業においても、降・積雪や凍結に伴う通行規制等、通行障害の低減・回避が求め
られ、雪氷対策業務の的確で、効率的な実施が課題となっている。このような背景のもと、雪氷対策業務
への実利用化を目指し、道路雪氷監視用マイクロ波センサの構想、基礎調査、および、合成開口レーダに
よる陸域雪氷観測手法の検討を行った。
図 4.道路雪氷監視用マイクロ波センサの開発と合成開口レーダによる陸域雪氷観測手法の検討 .
3.黄砂と地球温暖化
数値気象モデル「WRF（WeatherResearch&Forecastingmodel）」による再現シミュレーションと、
ライダー等のリモートセンシング観測データを用いて、過去に起きた大規模な黄砂イベントのケース・ス
タディを行なった。また、地球温暖化の進行が予測されている将来の大気下においては黄砂現象にどのよ
うな変化が見込まれるのか、ということにについての定量的な分析を行なっている。このような研究は、
将来的な環境対策を検討する上でも重要な課題である。
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図 5.黄砂の発生・輸送の再現数値シミュレーション
1.7.その他のプロジェクト
1.7.1.気候診断系に関わるバーチャルラボラトリ（VL）の形成
　　西尾文彦、樋口篤志、山本宗尚（VL特任教員）、早崎将光（VL特任教員）、
竹中栄晶（自然科学研究科大学院生）、北山智暁（VL技術補佐員）
［概要］
昨今の異常気象や温暖化現象、雲解像モデルの全球での稼働等の新しい状況下において、気候診断の根
幹データとなる人工衛星リモートセンシングデータの収集・解析およびその共同利用者への供給は研究者
コミュニティへの貢献のみならず、社会への情報還元の意味からも非常に意義が高い。こうした背景の中
で、地球気候系の診断を行うため我が国において気候・環境研究を推進している 4研究センター（東京
大学気候システム研究センター（CCSR）、名古屋大学地球水循環研究センター（HyARC）、東北大学大気
海洋変動研究センター（CAOS）、および千葉大学環境リモートセンシング研究センター（CEReS））が共
同してバーチャルラボラトリ -（VL; 以下 VL）を形成し、各センターの特色と研究資産を生かした研究と
教育を分担・連携して行うこととなった（図 1）。VLとして温暖化現象の解明などの重要な課題に取り組
み、地球温暖化イニシアチブ、水循環イニシアチブ、地球観測統合システム（GEOSS）等の我が国にお
ける重点課題に貢献する。
図 1バーチャルラボラトリ - における各研究センターの役割
研究分担とシナジー効果の創出
地球観測データ利用と連携研究 に関する
大学附置研究センター 協議会
・温暖化物質データ収集
・物質収支解析
・人工衛星データ収集
・高次成果物解析
・水循環データ収集
・水収支解析
・気候モデル開発
・気候変動メカニズム研究
東大気候システム研究センター
C C SR
千葉大環境リモートセンシング
研究センター
C EReS
名大地球水循環研究センター
HyA RC
観測
データ収集
総合解析
気候影響
温暖化イニシアチブ
水循環イニシアチブ
分散解析
応用創出
東北大大気海洋変動観測
研究センター
C AO S
基礎研究と教育による問題解決への基盤作り
連携による重点課題への明確な貢献
地球観測統合システム(G EO SS)
データセンター
観測データ
解析結果
提供
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この枠組みの中で、CEReSは静止気象衛星データの収集・処理、公開（1.7.1.2）および収集された静
止気象衛星データの高度化（1.7.1.3）、モデル改善のための衛星データの利用および現象理解のための解
析（1.7.1.4）を行っている。これらの活動ををまとめたものが図 2である。VL関係機関のみならず、静
止気象衛星現業機関との連携を特に深めていることがCEReSVL活動の特徴である。図 2で描かれてい
る気象庁衛星センタ （ーMSC/JMA）との共同研究はVLのみならず、昨年度からスタートしている拠点形成、
および CEReS 高村教授が牽引しているSKYNETとも密接に関係している。
図 2:CEReSVL 活動の位置付け
また、連携形成によって学生や若手研究者の現場教育と育成のために、機関の枠を超えたセミナーや研
究会（1.7.1.5）を開き、我が国における当該分野の研究・教育レベルの向上に努めることを目標に掲げ
ている。
1.7.1.1.平成 20 年度活動報告概要（樋口）
○CEReSVL平成 20 年度体制
VL を推進するため、CEReS 内に「VL 支援室」を設け、VL 自身の推進、VL 関連機関との連携窓口の
役割を担っている。さらに平成 20 年度は VL 幹事校としての各種調整、講習会の実行を行った。平成
20年度の VL支援室の構成員は以下の通りである。
 室長 : 西尾文彦CEReS センター長
室員 : 樋口篤志准教授
 〃 : 山本宗尚VL 特任教員（助教相当）
 〃 : 早崎将光VL 特任教員（平成 20年 5月〜 . 助教相当）
 〃 : 北山智暁VL 技術補佐員（平成 21年 1月〜 . 静止気象衛星データ処理補助）
 〃 : 宮本千早事務員
平成 19年度に技術補佐員で雇用された竹中氏は平成 20年度に大学院へ復学し、博士論文研究（1.7.1.3）
CEReS
VL
全球静止気象衛星データ
収集・公開
MSC/JMA
WNI
静止気象衛星
校正技術共同研究
（拠点形成）
準リアルタイムデータ提供
成果物の社会還元
(寄付研究部門)
CCSR
HyARC
CAOS
NASA/NOAA
EUMETSAT
GSICS
•相互校正による高精度化
•放射関連高次プロダクト化
•既存の衛星群との複合解析
による現象理解
•各種モデル検証
skynet
地上検証
雲・エアロゾル
雲・降水システム
気候システム
•静止気象衛星長期データを中心
とした総合衛星情報拠点の形成
•複合解析による気候診断手法の確立
•衛星データ解析を通じた気候システム
理解深化への科学的貢献
衛星研究コミュニティ
気候研究コミュニティ
等
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を行っている。研究内容はVL と直結しているため、昨年度同様連動して活動を行っていたことを付記し
ておく。
○VL 幹事校としての活動
今年度は VL幹事校であったため、以下の活動を行った。
2008 年度地球惑星連合大会でのポスター展示
2 回の VL連絡会の実施
　第 3回 VL連絡会 :2008 年 6月 18 日 : 東京大学工学部 1号館 4階セミナー A室。参加者 18名
　第 4回 VL連絡会 :2008 年 9月 11 日 : 千葉大学 CEReS 会議室。参加者 12名
○　VL 活動そのものの概要
基本的には昨年度からスタートした静止気象衛星データ収集およびその処理の継続が大きな仕事であ
る。飛躍的に増えてくるデータに対応するため、データベース委員会活動と連動し、サーバ室の移動を行っ
た（本年報データベース委員会報告参照）。また、活動の一環として、名古屋大HyARCが主幹として実
施しているIHP トレーニングコース（InternationalHydrologicalProgramme）において、樋口、山本が
講義および実習を担当した。
L6GeostationaryMeteorologicalSatellites....................................................................A.Higuchi
P1GeostationaryMeteorologicalSatellite（GMS）DataAnalysis................M.K.Yamamoto
さらに、CEReS および VL広報の一環として、学術情報ネットワークsinet3の活用事例として、取材
を受けた（http://www.sinet.ad.jp/case/chiba/interview）。
1.7.1.2.静止気象衛星データ収集・処理、公開事業（山本・北山）
CEReS におけるデータアーカイブおよびグリッドフォーマットへの座標変換の状況を図に示す。昨年
度に引き続き日本のMTSAT・GMS 衛星、米国の GOES 衛星、欧州のMETEOSAT 衛星、中国の FY2 衛
星データの取得を行っており、一部データの抜けが存在するが、1998-2008 年のデータ収集に目途がつ
いた（図 3）。FY2 衛星に関しては、2008 年 3 月に受信機を設置し、FY2-C データの取得を開始した。
2008 年 9月より FY2-D へ受信を切り替え、運用を継続している。京都大学防災研究所で受信されてい
る FY2-C データも併せ、データの相互補完・ミラーリング体制も確立された。来年度以降、観測がおこ
なわれていない、またはデータ取得が困難なMETEOSAT（インド洋上空）および FY衛星を除き、1995
年までデータ取得期間を遡らせてより長期間のデータを整備することにより、静止気象衛星データによる
気候解析に資することを目指す。
これらの静止気象衛星データの取得と並行して、順次グリッドフォーマット処理・anonymousftp によ
るデータおよび quicklook 画像公開を行っている。MTSAT および FY2 衛星に関しては、準リアルタイ
ムでのデータ取得・処理・公開を継続している。整備状況および quick look 画像は順次 CEReS4VLweb
page（http://www.cr.chiba-u.jp/~4vl/）で更新している。次年度は座標変換および反射率・輝度温度変換の
精度を向上させたversion2データの作成、静止気象衛星間の相互校正を経て全球データへの結合を目指す。
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図 3:2009 年 2月 25 日現在　各現業機関静止気象衛星データ収集、処理状況
1.7.1.3.静止気象衛星データの校正技術確立および高度化に関する研究（竹中）
千葉大学環境リモートセンシング研究センターでは、四大学連携 VLの枠組みに基づいて各国衛星運用
機関によって運用されている静止気象衛星のデータを収集している。本研究は静止気象衛星データ有効
利用のための代替校正技術の開発、及び各種大気放射プロダクトの作成を経て、放射収支の全球解析を
目指す。昨年度は東京大学気候システム研究センター CenterforClimateSystemResearch（CCSR）、及
び気象庁気象衛星センターMeteorologicalSatelliteCenter（MSC）との共同研究に基づいて開発された
代替校正手法と、放射収支の推定アルゴリズム ExtremespeedandApproximationmoduleMultipledrive
System（EXAMSYSTEM）の完成について報告した。衛星搭載センサの高精度な校正手法は衛星観測デー
タの精度を飛躍的に向上させる。また、開発された放射収支の推定アルゴリズムは高精度な放射量推定が
可能である事が確認された（Fig.4）。
Figure4.Comparisonofdownwardshortwavefluxatthesurfacebetweengroundobservationandsatellite
estimationinChiba/SKYNET（35.62N,140.12E）March,2006.X-axis isground　observation
data.Y-axisissatelliteestimationvalue.Allskycondition,y=0.995x+29.53,r=0.92,rms=112.23
（left）.Withoutbrokencondition,y=1.018+13.68,r=0.99,rms=59.38（right）.
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今年度は短 - 中期的な解析から明らかになった、エアロソル－雲－放射量の相互効果の可能性について
報告する。初めに R-VISSR の解析結果を示す。7年間のデータセットから 2001 年 12 ヶ月間のデータが
解析された。解析結果の一部を Fig.5 に示す。対応する雲の光学特性はComprehensiveAnalysisProgram
forCloudOpticalMeasurement（CAPCOM）アルゴリズムによって実行された（NakajimaandNakajima,
1995;Kawamotoetal.,2001）。また、同データから解析された同時期の対応するエアロソルの光学的厚
さを Fig.7に示す。解析対象領域は観測精度から南北は 60S から 60N、東西は 80Eから 160Wとした。
EXAMSYSTEMはこれらの領域を論理的に 8個の領域に分割し、それらを 8個の CPUコアを使いマルチ
スレッドで同時に処理した。対象領域（576 万ピクセル）の解析時間はいずれの場合も 1分未満である。
対応する大気データは JRA-25 データセットを使用した。オーストラリア周辺と太平洋において直達成分
が高い値を示すのは雲カバーの頻度が低いことを示している。4月から 7月にかけて東シナ海から北太平
洋における広い範囲で散乱成分の増加傾向が見られる。これは太陽放射に対する雲の効果の季節変動を見
ているが、ここで同時期におけるエアロソルの光学的厚さに着目すると散乱成分と良く似たパターンを
持っていることがわかる。Fig.6 に太陽放射に対する雲の効果を示す。ここで Fig.5 における強い散乱は
光学的に薄い雲によって引き起こされていることがわかる。従って、これは対象領域においてエアロソル
と光学的に薄い雲が良く似た分布を持っていることを示している。これらがよく似たパターンを示すのは
大陸から北太平洋側に流れていく移送の中で , 強い散乱を伴う薄い雲とエアロソルが同じ経路で流れてい
くことを示しているが、7月、もしくは 8月のように北太平洋側でのみ一致を示す事を考えるならば、両
者には明確な関係性が有るのではないかと考えられる。エアロソルは水蒸気と混合されることで雲の凝結
核になることが知られているが、これは東アジア域における雲の凝結と発達に関連して、雲の光学特性に
エアロソルが強く影響していることを示している可能性がある。Twomey（1977）は雲の核となるエアロ
ソルの増加によって雲粒が増加するならば、雲粒のサイズは小さくなるが光学的に発達していくことで雲
の反射による効果が増加する可能性について示している。凝結核となるエアロソルの空間的変動が雲の凝
結に作用するならば、その過程でエアロソルと光学的に薄い雲からの散乱がよく似たパターンを持つ可能
性が考えられる。また、日本周辺の太陽放射は雲の影響を強く受けているが、統計的には雲からの強い散
乱によって明るく保たれていることがわかる。次に EXAMSYSTEMの ADEOS-II/GLI への適用例を示す
（Fig.8）。
本研究では 2003 年 4 月の運用開始から 10 月 25 日の異常発生までの 7ヶ月間のデータを使用した。
GLIの観測データから推定された陸域と海域のエアロソルと雲、そして地表面アルベドはアップデート
された最新版が適用されている。海域のエアロソルはRetrievalofAerosolOpticalProperties（REAP）
アルゴリズムによって推定された（HigurashiandNakajima,2002）。陸域のエアロソル・プロダクトは
新たに追加されたプロダクトであり、森林のように暗いターゲットから砂漠域の明るいターゲットまで
をカバーする（Fukudaetal.,2008）。水雲と氷雲は ComprehensiveAnalysisProgramforCloudOptical
Measurement（CAPCOM）アルゴリズムによって推定された（NakajimaandNakajima1995）。陸域の地
表面アルベドは幾何学的条件と BidirectionalReflectanceFactor（BRF）を考慮した推定手法が適用され
た（Yuetal.,2008）。赤道を中心に強い値を持ち、南北に特徴は見られないが、散乱成分は南北に偏り
が見られる。この傾向は太陽高度の変化による季節変動だが、その散乱の度合いはエアロソルと雲の太陽
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放射に対する効果の情報を持っている。特に太平洋に着目するならば北太平洋側の散乱成分は南側よりも
強く、これは南半球と北半球のエアロソルの光学特性と密接な関係があると考えられる。また、東アジア
域から北太平洋にかけて直達成分の著しい減少傾向が見られる。この傾向は ADEOS-II/GLI 観測期間にお
いて一貫している。また、GMS-5 及び MTSAT-1R の解析結果においても同様の傾向が確認されており、
この領域における雲の地域的な特性によって引き起こされていると考えられる。さらに、同様の傾向が北
大西洋においても確認できる。東アジア域から北太平洋に見られるこの傾向が、北アメリカの気候へどの
ような影響をもたらしているかの調査を含めて、他の地球観測衛星や GOES-E,W との多面的な解析が必
要であると考えられる。また、全球の帯状平均値を Fig.9 に示す。全天成分が赤道付近に強い値を持っ
ていることは、低緯度地域において太陽放射を多く取り入れていることを示すが、赤道付近の直達成分は
低いため、これは雲の影響であると考えられる。しかしながら、15N-30N、15S-30S 付近の直達は高い
値を示しているため、この領域は雲の影響が低いことを示している。また、南北の中緯度において直達が
低く散乱成分が増加しているのは雲とエアロソルの影響であるが、8月、9月に着目するならば、全天放
射量は赤道を中心に南北がほぼ対称なパターンを示しているように見られる。北半球と南半球は陸面積が
異なるため蒸発散の状態も異なり、雲の生成と発達の状態も異なると考えられるが、これらの解析結果で
は大気が地表面に到達するエネルギーを南北に平衡させているように読み取れる。これらの結果から、全
球のより詳細な解析が不可欠であることがわかった。特に雲の光学特性と雲の空間分布は時空間的な変動
が激しいため、多ャンネルのセンサを搭載した地球観測衛星と、高時間分解能の静止気象衛星データを用
いて全球を統合的に解析することが重要だと考えられる。
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Figure6.SameasFigure2,butfordirectcomponents.
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Figure5.Diffusecomponentsofdownwardshortwavefluxatthesurface,monthlyaverageat03UTC,
2001.Cloudandwatervaporisincluded,withoutaerosol.
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Figure7.Aerosoloptical thicknessusingMODISAngstromexponent.Monthlyaverageat03UTC.
［afterFukudaetal.,2008］.
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Figure8.Monthlyaverageglobalanddiffuse,directcomponentsofdownwardshortwavefluxatthe
surface,2001.Leftcolumn:globalflux.Centercolumn:diffusecomponent.Rightcolumn:
directcomponent.
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Figure9.Monthlyaveragezonalmeanshortwavefluxatthesurface,2001.Redline:globalflux.Blue
line:Diffusecomponent.Purpleline:Directcomponent.
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1.7.1.4.気象衛星の速報性を用いた解析事例（早崎・山本）
2008 年 5月 2日にミャンマーに上陸し、甚大な被害をもたらしたサイクロンNargis（ナルギス）に
関して、研究成果発表を地球惑星連合大会（5月 25 － 30 日、千葉・幕張メッセ）および日本気象学会
秋季大会（11月 19 － 21 日、仙台）において行った。
惑星連合大会では、大会直前に発生したサイクロン Nargis・四川省地震に関する災害緊急セッション
が開催（26 日）され、Nargisのセッションには千葉大 CEReS を含め東京大学 CCSR、京都大学防災研、
気象庁気象研究所、地球環境観測研究センター、JAXA/EORCなどから合計 7 件のポスター発表がなさ
れた。
また、災害緊急セッション終了後、発表者同士の議論から秋季気象学会でのセッション開催が提案さ
れ、同大会においてスペシャルセッションが開催された。発表では、インド洋のプレモンスーン期にお
ける過去のサイクロンと比べて Nargisが特異な経路をとった事、熱帯域での季節内変動との関連、アン
サンブル数値予報モデルを用いての上陸前の急発達や特異な移動経路をとった要因などが報告された。
CEReS の発表では、当センターで受信していた中国の静止気象衛星 FY2-C（当時。2008 年 9 月以後は
FY2-D の受信に変更）の赤外データと全球客観解析気象データ、衛星搭載型マイクロ波散乱計による海
上風データなどを併用し、Nargis発生前後の擾乱に伴う雲域の時間発展と初期擾乱形成期における東ア
ジアからの寒気吹き出し（コールドサージ）の影響などを調査した。
社会的影響の大きい激甚自然災害について、比較的迅速に学術的成果を報告できたことは、研究成果の
社会還元という点で必要かつ有益な事と思われる。このような対応が可能となったのは、当センターで受
信・公開している衛星データがあればこそである。
1.7.1.5.VL 講習会（早崎・山本・樋口）
9月 10-12 日に、第 2回バーチャルラボラトリ（VL）講習会を開催した。この講習会は、4大学連携
VL の一環として大学院生・学部 4年生などを主な対象とし、4大学 VL の枠組みに関係なく連携研究の
促進を目的として実施している（2007 年度は東京大学 CCSR が主催）。今回は CEReS の特長を生かし、
「衛星観測データ解析の基礎を学ぶ」を主な講習内容としたところ、合計 37名とほぼ定員（40名）に近
い参加者が全国各地から集まり、盛況な講習会となった。本講習会では、受講後でも各自が衛星データ解
析を行えるように、「計算機環境の整備（Linuxおよび解析関連ソフトウェアのインストール）」の事前実
習コースを本実習コースに先駆けて実施した。事前実習コース希望者は 26名におよんだことから、衛星
データ解析を行うための事前準備情報に対し、高い関心を持たれていることがうかがわれた。本実習コー
ス（2日目午後〜）では、参加者自らが設定した計算機を用い、3種類の衛星データ（MODIS、TRMM、
MTSAT）に関する基礎的解析を実施した。最終日の午後には当センター高村教授、本多准教授より、座
学として学会発表等では聞けないような貴重な体験談を交え、研究の最前線に関する話題提供がなされた。
なお、本講習会で学長裁量経費支援を受けたことを付記しておく。
